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経済発展にともなう産業集積内の企業間ネットワ ー クの制約と変容

一中国温州市における中小規模アパレル企業を事例として

端木和経

（九州大学・院）

【摘要】中国温州地域におけるアパレル産業等の中小企業。の産業集積は， 中国における代表的なマーシャル型

産業集積のーっとして， 国内外の研究者に注目されてきた． 同地域のアパレル産業は現在も中国において大きな

存在感を示しているが， 賃金水準や地価の上昇等の経営環境の変化は， 産業集積の形成に重要な役割lを果たして

きた企業問ネットワークのあり方に制約や変容をもたらしつつある． そのため， このような経営環境の変化が産

業集積のあり方にもたらす影響や， 企業関ネットワークが変化した現在における産業集積の役割について検討す

る必要がある． そこで本稿では， 中国j折江省温州市のアパレル産業集穏を取り上げ， 資料・統計の分析に加えて，

岡市にある小規模なアパレル企業の経営者23人や企業団体に対するインタビュー調査を行った． 結果として， 賃

金水準や地価の上昇等による企業間競争の激化により， 従来は強固であった域内企業聞のネットワークのあり方

には弊害もみられるようになるとともに， ネットワーク自体も弱体化あるいは変容しつつある． 産業集積内で事

業を行うメリットとしては， 既に取引先企業の多くが存在している点や混州地域に本社や企画・開発部門， 販売

部門を持つことにより， 圏内の著名なアパレル産地で、ある温州の地域ブランドカを利用できる点が重要になりつ

つある．

キーワード：産業集積， 企業間ネットワーク， 温州， アパレル企業

I はじめに

「産業集積」の先駆的な研究者であるアルフレッド・

マー シャルは， イギリスの伝統的な産業集積の考察を通

して産業集積の形成要因を論じている． 彼の名から命名

されたマ ーシャル型産業集積とは， 小規模な企業群から

成り立ち， 取引構造が内部に存在している産業集積を指

す． マーシャル型産業集積の主体は中小企業と零細企業

であり， 各企業は連携し， ネットワ ー ク老通して， 細分

された分業体制を形成している． それにより， 「情報獲

得や開発面での外部経済効果 J， 「調達面での外部経済効

果」， 「生産面での外部経済効果J， 「人材確保面での外部

経済効果」を有している（古永2008）. 言い換えると，

山本 （2005）によれば＼「大量の原料を用いる大規模工

業ではなく， 簡単に習得しがたい技能によって同種類の

製品を生産する多数の中小製造企業とともに， これを市

場に供給する商業企業や中小製造企業にさまざまなサー

ビスを提供する企業が集積している場所」を意味する．

このようなマー シャル型集積においては， 企業間での社

会的ネットワ ー クが大きな役割を果たしている． 社会的

ネットワ ー クの機能は， ①知識・技術のスピルオ ーバー

②シナジー効果， ③補助的な仕事の成長， ④様々な地域

からの労働力流入， ⑤資本流入の促進， ⑥社会的な諸力

と経済的な諸力 の協同という6つの機能である（山本

2005). 

しかしながら， 筆者は， マー シャル型産業集積の効果

に関する諸議論は， 特に労働集約産業集積の形成期にお

いて適用できると考えている（端木2017). だが， 経済

発展にともなうコストの上昇， 企業間競争の激化， 技術

の発展等の影響によって， 産業集積の構造や機能は変容

していく． つまり， マ ーシャル型産業集積理論は産業集

積の成熟期， さらには高度化期には適用できなくなる可

能性がある． そのため， 企業やそれに関わる人々の競争

や連携といった関係性や競争と連携の両立関係， さらに

はそのような関係性の変容について研究する必要がある

（伊藤2005).

実際に， 日本 のマー シャル型産業集積の動向について

論じた渡貫（2012）によると 「全国に点在する産業集積

の強みであった域内の企業の協業（連携）として位置づ

けられていた企業の消滅や内製化を戦略とした企業の増

加により， ネットワ ー クの一角が崩れ全体の構造が狂い，

弱体化してきでいるJ とされている 山本（2005）もマー
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シャル型集積の代表例であるイタリア中部地域の1980 環境の変化を踏まえた考察も重要である．

年代以降の動向を紹介するなかで， 同地域内の企業間関 そこで本稿では， 中国温州地域のアパレル産業の集積

係が変容している点を指摘した． また， マー シャル型集 を対象として， 現地にある中小規模の企業， 商会等の組

積一般に対する評価としても ， マー シャル自身は製造業 織に対するインタビュ ー調査等を行い， 経営環境の変化

部門においては ， 集積の利益による「外部経済」的効果 により， 企業間ネットワ ー クのあり方にどのような制

よりも， 規模の経済による「内部経済」的効果を評価し 約や変容がみられるのかという点を明らかにしていきた

ている点等も指摘している（山本2005) .また， 日本の い ． また， 企業間ネットワ ークが変化した現在における

児玉アパレル産地を事例とした立見（2004）の研究でも， 産業集積の役割についても検討する．

競争力が高い事業者では ， 実際には同業者間でのネット

ワ ークを必要としない事業者も多かった点を指摘してい

る ．

これらの研究成果を踏まえて， 筆者はマ ー シャル型産

業集積において， 経済発展にともなう企業間関係や産業

集積の役割の変容について論じる必要があると考えた．

そこで， 中国におけるマ ー シャル型産業集積の代表例と

されている斯江省温州地域のアパレル産業を対象とした

II 研究対象地域の概要と調査方法

1. 温州地域の概要

温州地域は， 近年経済発展が顧著である中国において

も， 地場資本によるアパレル産業をはじめとする幅広い

軽工業が発展している地域として注目されている． その

産業発展のあり方は「温州モデル」と呼ばれており， 外

調査を行った温州のアパレル産業集積を調査地域とし 資や海外市場に依存して発展した「珠江モデル」や地方

て選定した理由は， 同地域のアパレル産業集積で、は中小 政府と企業との結びつきの強さに特徴づけられる「蘇南

零細企業が占める割合が高く， また， 産業集積形成に近 モデル」と並び（厳2004）， 中国の主要な経済発展モデ

隣住民・同郷者， 新移民間のネットワ ークが大きな役割 ルのlっとされている．

を果たしてきたとされているからである． 同地域では， 「温州モデル」は， 私有制と家庭工場および商人ネッ

このような企業間ネットワ ークを活用し， 製販あるいは トワ ー クを土台とした個人経営の小規模工業が基盤と

工程聞で、の分業を行っており， 現代におけるマー シャル なっており， 中国有数の産業集積が形成されている点が

型の産業集積の典型例と呼べる地域であるといえる（ 加 特徴的である． 日本でもすでに多くの研究者が注目し

藤2003， 丸川2008 ， 端木2017 等）． しかしながら，

このようにマー シャル型集積の典型例とされてきた地域

においても， 中国の経済発展にともなう企業間競争の激

化や生産・販売コストの上昇といった事業環境の変化が

生じている．

水野（2007） が指摘するように， 地理的な視点から

地域経済の発展を考察するには， 資源の存在やコスト要

素といった地域の特質とそれに対する個別のアクターの

合理的行動の考察だけでなく， アクター聞の社会的相互

作用，相互依存関係や，アクター聞の関係（ ネットワ ーク）

を調整する制度・慣習のあり方について研究することも

必要である
2)

.

しかしながら， 筆者は背景となる事業環境が変化して

いくなかで， アクター聞の関係やそれを支える制度・慣

習が， 企業や地域産業の発展にとって， どのような役割

や制約を果たしているのかという点も検討すべきである

と考えている．

実際にこのような事業環境の変化により， 産業集積内

に存在する企業数や工場数に加えて， 企業間ネットワ ー

クのあり方にも変化や制約が存在している可能性もあ

る ． そのため， このような研究対象企業を取り巻く事業

ている地域である（厳2004， 山下編2014， 高・阿部

2017). 

同地域のアパレル企業では， 2000年代頃までは模倣

品や低価格品の生産・販売を行う企業も多かった． だが，

近年では， 同地域で、事業を行っていた中小企業のなかで，

国内外の有名ブランド製品のOEM生産を行うことを通

して， 技術力や生産管理能力を高め， 自社ブランドを立

ち上げたり， 全国レベルの販売網を持つ大企業に成長し

たりしている中小企業もある の
． また， 中小企業の中で

も企画・デザイン力や技術・生産管理能力を高めている

企業も増加している．

現在では， アパレル産業は温州市の代表的な産業の一

つにまで発展しており， 岡市のGDPの10%以上を産出

する産業にまで成長している 4）. 表lは， 岡市にあるア

表l 温州アパレル産業の基本状況（単位：社， 億元）
企業総数 規模以上企業数 規模以上企業の総生産額

2010 2,777 313 302 
2011 1 798 157 292.07 
2012 194 281.11 
2013 1,722 196 285.19 
2014 194 307.77 
2015 2 105 221 317.63 
2016 2 449 235 342.99 

資料：温州市服装商会から提供された内部資料． 筆者作成．
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パレル企業数等に関するデータをまとめたものである．

2010 年末の時点では政府の工商局に登録していたアパ

レル企業の数は2,777社であった． しかしながら， 中国

政府が不動産価格の抑制政策を採り， 実際に同市の不動

産価格がピ ーク時に比べて2割以上も下落した2011 年

末 日 には， 岡市のアパレル企業数は 1, 000 社近くも減

少している ． 岡市のアパレル企業では， 不動産への投資

を行っていた企業が多いとみられるため， この不動産価

格の抑制政策により損失を出した企業が多いと推測でき

る． とりわけ温州企業では相互に融資しあっていた温州

企業間で債務の不払いが連鎖的に発生する「資金鍵断裂」

と呼ばれる問題が生じたといわれている （促・鄭・鄭

2012）. 結果的に， この年に資金力に乏しい中小零細企

業を中心に多くの温州企業が倒産した． しかし， 2015

年には企業数が再び増加する傾向がある． 企業数増加の

要因として， これまで企業登録せずに操業していた小規

模な事業者が企業としてカウントされるようになったこ

と（2016年3月の温州商会でのインタビュ ー調査によ

る）， 他地域出身の新たな創業者が登場したこと， 倒産

した企業の事業を複数の新規事業者が引き継いだ事例が

あること（2016年 1 0月と 17年3月の現地での企業訪

問・観察による）が挙げられる． このように2012 年以

降に新たに設立された企業では比較的小規模な企業も多

いと考えられるが， その一 方で， 2012 年以降は年間生

産額2,000万元以上の「規模以上企業」 の数も増加して

いる．

2. 調査方法と調査対象者の概要

筆者は前章の研究目的を検討するために温州市におい

て， 企 業 経 営者23人 （2016年3月に6人， 2016年

1 0月に4人， 2017年3月に 13人）に対して自社の経

営状況に関するインタピ
、
ュ ー調査を行った（表2）. また，

業界団体の温州服装（ アパレル）商会，温州外貿服装（ ア

パレル）商会， 温州外貿服装（ アパレル）商会青年創業

会の担当者にもインタビュ ー調査を行い， 資料や統計者

入手した． 調査対象地域として取り上げたのは， 温州市

内の各地に存在するアパレル企業の集積地域
6）

の中でも，

①市政府の工商局に登録して合法的に操業している企業

が多く， ②中心市街地に近く， 地価等の上昇により工場

が内陸部に移転する傾向がみられはじめている， 「茶山

鎮」（図1）と呼ばれる地域である． 同地域は市政府や中

心駅等がある市中心部から比較的近く， 近年急速に都市

化が進みつつある． 本研究では， 調査対象者として同地

域の企業のなかでも， 主に同郷者や同業者間での商慣行

による影響を受けやすい中小零細レベルの企業の経営者

を選定した その一方で， 本研究の制約条件は， ある程

度経営状態の良い企業を中心にインタビュ ー調査をせざ

るを得なかった点にある．

また， 調査対象者の選定方針として， 経営者の世代の

変化による社会的パックグラウンドの差異を検討するた

めに， できるだけ幅広い年齢層の経営者に対してインタ

ビュ ーを行うよう心がけた． とくに2016年3月と 1 0

月の調査では比較的高い年齢層の経営者に， 2017年3

月の調査では， 若い経営者を調査対象とした． 結果的に

表2 調査対象の概要
学歴 出身地 年齢 創業年 経営内容 従業員数 工場を所有 デザイン 工場所在地（自社工場ある

（人） しているか 部門の有無 いは取引先工場）
IOI 中卒 温州 50代 2005 デザイン・生産 200 有 有 温州
ID2 中卒 温州 40代 2005 OEM生産 40 有 無 温州 ・ 安徽
ID3 高卒 混州 50代 2004 デザイン・OEM生産（国際取引） 60 有 有 温州
ID4 中卒 初i江湖州 50代 2001 デザイン ・ 生産 60 有 有 温外｜ ・ j折江省湖州市
ID5 中卒 湿州 60｛忙 1995 デザイン ・ 仕入販売 20 無 有 温州 ・ 江西 ・ 安徽
ID6 中卒 温州 50代 1998 OEM生産 150 有 無 温州
ID7 中卒 温州 50代 2006 OEM生産 100 有 無 混州
ID8 中卒 温州 50代 1999 デザイン ・ 仕入販売 14 無 有 温州. i折江寧波市 ・ 安徽
ID9 中卒 温州 50イそ 2007 OEM生産 50 有 無 温州・江西
IDIO 中卒 温州 40代 2002 デザイン・生産 30 有 有 温州・安徽 ・ 江西
IOI I 大卒 潟州 20代 2013 仕入れ販売 8 無 無 湿州
IDI2 大卒 温州 20代 2014 OEM生産 30 有 無 温州
IDI3 大卒 温州 20 代 2014 デザイン・生産 30 有 有 温州、｜・新彊
IDI4 高卒 温州 30代 2014 デザイン ・ OEM生産（国際取引） 30 有 有 混外｜ ・ 漸江省寧波市
IDI5 大卒 温州 20代 2013 仕入れ販売 5 無 無 温州
IDI6 大卒 混州 20代 2014 OEM生産 50 有 無 温州
IOI 7 高卒 温州 30代 2015 デザイン・OEM生産（国際取引） 70 有 有 混州・j折江省湖州市
IDI8 大卒 混州 30代 2015 デザイン ・ 生産 50 有 有 1鼠州
IDI9 大卒 安徽 20代 2014 国際貿易 7 無 無 温州 ・ 安徽 ・ 漸江省湖州市
ID20 中卒 江商 30代 2014 デザイン・OEM生産 120 有 有 温州
ID21 中卒 江西 30代 2012 デザイン ・ OEM生産 70 有 有 温州
ID22 中卒 江西 30代 2013 デザイン・OEM生産 40 有 有 温州、｜
ID23 中卒 江西 30 代 2013 仕入れ販売 3 無 無 温州

筆者作成．
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経営者の年齢層は60代がl人， 50代が7人， 40代が

2人， 30代が7人， 20代が6人となっている． また，

温州で事業を営む他地域出身者も増加しているといわれ

ており， 温州を出自に持たない経営者も6人みられた．

表2 をみると， 年齢層が高い経営者では学歴が低く，

筆者（端木2017） による北京での調査結果とほぼ一致

している． 一方， 20 ～30代の若年の経営者では， 温州

市出身者の場合と他地域出身者の場合で， 学歴水準に相

違がみられる． 温州出身の経営者のうち20代の経営者

では5人の経営者すべてが大卒者である. 30代の経営

らは長年， 温州に就業 ・ 生活する中で独立する機会を得

て， 起業している
7)

.

調査対象者の事業内容をみると， 自社で企画・デザイ

ンしたアパレル製品を生産もしくは委託生産し， 小売業

者や卸売業者に販売する企業が多い． これらの企業の特

徴は， 自社ブランドの製品を企画・デザインしている

企業や自社ブランドを持たない企業であっても自社でデ

ザイナ ー を雇用して， 企画 ・ デザインを行っている企業

が多い点にある． 先行研究や2014 年に行った筆者自身

の調査（端木 2017)では， 温州の小規模企業で自社に

者にも大卒者が3人中1人いるほか， 他の2人も高校 て企画 ・ デザインを行っている企業はほとんどみられな

を卒業している． 他地域出身の経営者では， 江西省出身 かったことを考えると， 温州企業の事業モデルは， 2015

の30代の経営者が4人いるが， すべて中学校卒の学歴 年以降， 大きく変容しつつあると推測できる．

になっている彼らの出身地は中国内陸部にあり， 2000

年代入るまで、

経済発展が遅れていた地域であった． その

ため，彼らは家族主E養うために， 中学卒業後， 温州に出

稼ぎに来て， 工場労働者として働いた経歴を持っており，

その後， 独立して起業している． 温州信息化研究中心

(2016） の調査によると， 温州には他地域出身者が138

万人も居住・就業しており， 隣接する江西省 ・ 安徽省や

内陸部の貴州省等の出身者が多くなっている． 彼（女）

また， 生産工場については， 温州市内に工場を維持し，

試作品等の生産をしている企業もあるものの， 内陸部あ

るいはコストが比較的安い地域にある工場で生産してい

る企業の方が多い（IDZ,4,9,10,13,14,l7）. これらの地

域にある工場は， 自社工場である場合もあれば（ID2),

親族が経営している工場や（ID4,13, 14）， 一部出資して

いる工場（ID9,10），完全な外部の企業の場合（ID10,17) 

と，様々な形態の工場がある． いずれの形態の工場であっ

ぁ�o;;, ’ 

oる－
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図l 調査地域の位置

筆者作成．
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ても， 近年の生産コストの急騰により， 生産コストの低

い内陸部での生産を指向する企業が多くなっている点は

共通している． その一方で， 温州市においては， 以前は

小規模企業ではほとんどみられなかった企画・デザイン

部門を有する企業が増加するとともに， 卸売りを中心と

した販売部門の役割も維持されている． この理由として，

温州市はアパレル製品の取引先として高い知名度や地位

を有するようになっている点のほか， 温州のアパレル製

品が近年では徐々に中国国内市場においては一定のブラ

ンド力を有するようになっている点が挙げられる．

川 中小規模アパレル企業における企業間ネットワ ー ク

の変容

1 . 既存の企業間ネットワ ー クの残存と依存

本節では， はじめに調査対象企業の既存のネットワ ー

られるようになって以来， 温州地域では長年存在してい

る慣行であると考えられる． とりわけ， 1990 年代の時

点では， 温州のアパレル企業が生産した製品には低品質

な粗悪品も多かった． また， 他社製品の模倣品や海賊版

を生産する企業もみられた．

当時は， 温州出身者の企業では， このようなコンブラ

イアンス上は問題のある企業とも取引をせざるをえない

場合も多かった． このような企業では， 納期や取引代金

の支払いについても， 契約を守らない企業も存在したた

め， 温州企業の間では， お互いに納期や取引代金の支払

期限等に関する約束を遵守して信頼関係を構築し， この

ような信頼関係を有している企業とのみ取引を行う慣行

が形成されていった（ID4,7）. そのため， 温州の企業家

たちは， 自身が他の企業家たちからの信頼度を高めるこ

とを重視するようになった． このように取引先との信頼

関係の構築は， 取引先からの評判を通じて， 新たな取引

クへの依存度の強さについて論じていく． まず， 主な取 先を引き寄せる効果もあった（ID 3, 6）. 具体的には， 温

引先企業は温州出身者による企業であると回答した経営 州企業では新たな企業との取引を行うか否かを検討する

者は23人の調査対象者のうち16 人もおり， 温州出身 際には， 取引候補の企業が有する納期や取引代金の支払

者による企業とそれ以外の両方と回答した経営者も 3人 い能力等の信用度を重視するが， そのような信用度を把

いる．その一方で， 主な取引先企業は温州出身者による

企業ではないと回答した人は4人いる． そのうち 3人は

海外への輸出を手がける貿易会社を経営しており， 他の

1人は国内販売を行っている経営者である． 出身地でみ

ると温州出身者が2人， 他地域出身者が2人（安徽省出

身者l人， 江西省出身者l人）となっている．

調査対象となった企業経営者のなかには， 2012年以

降に新たに創業した人が13人いるが， そのうち8人は

自身が創業する前から取引先企業との聞に何らかの形で

関係を有しており， そのような関係性を創業後の事業

に活かしている（ID13, 14, 17, 19,20-23）. 具体的には，

ID13,14,l 7 の 3人は温州出身（ID19は安徽出身）であ

握するために， 実際には， 他の信頼できる企業からの評

判や紹介を重視することが多い．

このような企業間ネットワ ー クの中に埋め込まれてい

る信頼関係は， 取引の際に生じるコストをある程度削減

させ， 経済活動の効率を高める効果があった． 例えば，

ID4は「信頼関係をできる販売先に対して自社の製品を

販売する際には， 代金の一部のみを前納してもらい， 残

りの代金は年末に支払ってもらう． 信頼関係ができてい

ない取引先に商品在納める場合は， 試作品を生産し代金

が確定した時点で全額を前納してもらうことにしてい

る」という． 結果的に， 信頼関係のある相手との取引は，

資金繰り等の面で， 企業経営の効率を高める効果がある

るが， 元々， 親族も温州でアパレル企業を経営しており， といえる． そのため， 温州地域外の企業と取引をする場

自身が新しく企業を創業した際にも 原材料の仕入元企 合も 信用度が高い温州出身者と優先的に契約すること

業や販売先として， 親族が経営していた企業と同じ企業 が多い（ID5,10）. また， 近年では， 他地域や他地域出

と取引する場合が多かったという． 他地域出身である 身者の企業と取引する温州企業も増えているが， その場

ID20-23の場合も， 長年， 温州のアパレル企業で働いた 合も， 同じ温州出身の同業者を通じて構築された信頼関

後に独立したため， 主な取引先企業は， 創業する以前か 係の有無を重視する企業は多い（ID2,5).

ら取引があった企業であると回答している． 以上のよう 以上のように企業間での信頼関係とネットワ ー クに基

な企業の例をみる限り， 現在も主な取引先企業を既存の づいた取引にはメリットがあるため， 調査対象企業で

ネットワ ー クを通じて確保している企業は多いとみられ

る．

このように取引先の選定や確保の際に， 以前から取引

があり信頼関係がある企業との取引を重視する慣行は，

1992年の南巡講話により私営企業の活動が公式に認め

は， 新たな取引先を開拓している企業もみられるもの

の， 限られた信頼できる取引先とのみ取引を続ける意向

を持つ企業もみられた． インタビュ ー調査の結果による

と， 自身で新たな取引関係を開拓する意欲がある経営者

は12人いる一方で， 新たな取引関係を開拓する意欲が
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ない経営者も11 人いる． その理由として， 「現状では

自社の経営状態はまだ良好である」（IDl,6,7）， 「取引先

企業（ 特に却売・小売業者） の販売力を信頼している」

(ID4,5,8, l 0 ）， 「これ以上は企業規模を拡大する意欲がな

い」（ID2,9）， 「新たな取引先を開拓するのはリスクが多

い」（ID20.21） を挙げている．

以上の結果によって， 調査対象の企業は取引面で既存

のネットワ ークへの依存度が高いと考えられる． 本稿で

は， このような既存の企業間ネットワ ークに依存してい

る企業のなかでも， 比較的経営状態の良い企業を調査

対象企業として選定しているが， 直接インタビュ ー調査

をで、きなかった企業のなかには， このような既存ネット

ワ ークのみに依存した企業経営が難しくなっている事例

も存在している． このような企業では，企業間ネットワ ー

クの存在が逆に企業経営の制約条件になっている事例も

ある． また， 企業間ネットワ ークの弱体化により， 経営

に影響が出ている企業もみられる． そこで次節では， 既

存ネットワ ークの制約と弱体化について分析していきた

2. 既存ネットワ ークの制約と弱体化

第 l に， 調査対象企業では， 新たな取引先の開拓を検

討する際に， 取引先候補となる企業の支払い能力を正確

に判断できないため， 新規取引先には，代金の前払いを

要求することが一般的である． その結果， 優良な取引先

の排除につながる可能性もある． その一方で， 知人や同

郷者が経営する既存の取引先に対しては， 売掛金を全額

は回収できていない状況であるにもかかわらず， 新規の

取引を続ける場合もある． このような取引慣行は， 温州

企業に大きな損失をもたらす可能性がある． 例えば， あ

る企業が倒産したら， その企業と取引関係のある他の企

業も， 売掛金の回収が滞ったり， 多くの在庫を抱えるた

め， 連鎖的に損失を被るケースがある．

第2 に， 取引契約の際にも， 同地域の事業者たちの聞

に「埋め込まれて」いる慣行に従わざるをえないことが

大きなトラブルや損失の原因になる場合も多い． 温州出

身の経営者は同郷の事業者と取引契約を結ぶ際には， 書

面により正式な契約書を作成せず， 口頭で契約をする．

書面に基づく正式な契約書の作成は， 取引先の支払い意

志を信用していないと解釈される場合が多いからであ

る ． しかし， このような取引慣行は， 結果的に製品の引

き渡しゃ代金の支払いの際にトラブルを生じさせる原因

になることもある． また， 「人望」がある経営者が経営

している取引先が売掛金の支払いをできない場合にも，

取引を続ける企業もある． 取引先の経営状況が改善され

なければ， その企業と取引している他の企業も苦況に追

い込まれる． さらには， 取引先が契約を守らなかった場

合には， 契約書を作成しない慣行があるため， 取引先企

業は法律による保護を受けられず， 売掛金や製品等を回

収できない． このように経営者自身の 「人格」に依存し

た取引慣行があるため， 経営者が引退して， その子息等

の他の人物が経営を引き継いだ際に， 取引先から借金や

売掛金を支払ってもらえないこともあるという．

また， 近年では地域住民や同業者間でのネットワ ーク

が弱体化する傾向もみられる． 温州地域では筆者が確認

できた範囲では， 1980年代頃までは，「会」と呼ばれる

同業者や近隣住民らによるE助的融資により， 創業資金

や運転資金を調達する慣行がみられた（徐ほか1994,

山本 1999， 陳200 8) s）. 調査対象のうち30代以下の

経営者では 「 会」という用語を知っている人は l 人しか

おらず＼ほとんどの調査対象者は「会Jという資金調達

手段の存在すら知らなかった． また， 40代以上の経営

者では， すべての調査対象者が 「 会」の存在自体は知っ

ていた． だが， 現在， 「 会」を組織・利用している人は l

人もいなかった． その原因としては， ① 「 会」の運営は

リスクが高い（早い時点で給付金を受給した人が， それ

以降に積立金の支払いを拒否することを防止できず， ま

た高金 利（年金利3 6%以上） の 「 会」は違法になって

いる）， ② 「 会」よりは民間金融業者（日本における「消

費者金融」に近 い業者） を利用する方が， 利便性が高い，

③年齢層が高い経営者はある程度の資産を保有している

ため， 経営している企業の財務書類と担保資産を提出す

れば， 銀行から資金を調達できる， が挙げられる（「会」

の存在を知る調査対象者へのインタビュ ー結果による）．

以上の調査結果をまとめると， 「 会」と呼ばれる資金

調達システムは温州地域では衰退している． その要因と

して， 近年で、は他の資金調達手段を利用可能になった点

に加えて， 同地域の企業の特徴とされてきた企業間ネッ

トワ ークによる資金調達機能も弱体化している点も指摘

できる．

また， 資金調達以外の企業間ネットワ ークのメリッ

トとして， 取引先や労働者の紹介等による情報交換が

ある ． だが， 近年では 「以前は， 事業が競合する業者で

あっても， お互いに取引先企業を紹介することがあった

のだが， 近年では， 知人の企業であっても自社と競合す

る企業には取引先を紹介することはなくなった」 という

(ID8,l 7， 温州外紡服装商会担当者による） ．

また以前は， 労働者が不足する時期には， 企業間で労

働者を融通しあう慣行がみられたが， 近年では単純・熟

練を問わず労働力不足が慢性化するようになったため，
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このような労働者の融通は行われなくなり， さらには域

内企業間での労働者の引き抜きや奪い合いもみられるよ

うになっているという（温州服装商会が2016年12 月

に行ったアンケート調査による）．

以上のように同地域では， 産業集積の形成・発展の大

きな原動力になってきた， 集積内企業間でのネットワ ー

クの制約が顕在化している． またネットワ ーク自体の変

容も生じている．

3. 企業間ネットワ ークの変容と再構築

以上のような既存のネットワ ークの制約要因への転化

やネットワ ーク自体の弱体化が生じている一方で， 既存

の企業間ネットワ ークの維持・再構築の事例もみられ

が逆に取引不履行等のトラブルをもたらすケ ースもみら

れる． このようなトラブルは海外で事業を営む同郷者（華

僑）と取引を行う際に， 多く発生しているという． 海外

の企業と取引をしている4つ（ID3, 14, 17 , 19）の

輸出企業は， 全て， このようなトラブルを経験してい

る． 輸出企業は， 以前は在欧の温州出身者と取引してい

た． しかしながら， 欧州経済危機以降の南欧， とりわけ

アパレル関連企業が多いイタリア等での不況の長期化に

より， 長年取引
9） を続けてきた同郷者の取引先において

も， 契約不履行等のトラブルが目立つようになってきた．

また， 倒産した温州企業も少なくない．

そのため， 多くの温州のアパレル輸出企業は温州出身

の華僑企業との取引を停止し， 海外企業との直接取引を

る 具体的には， 近年では， 長年， 温州、｜でアパレル産業 拡大している． 具体的には， 調査を行った4つの輸出企

に従事している他地域出身者のなかで独立・起業し， 温 業のうち，3社（ID3, 14, 19）は華僑企業との取引を

州の企業間ネットワ ークの中に参入する人が出始めてい

る． 彼（女）らの多くは， もともと， 経済発展が遅れた

中国内陸部あるいは農村部出身であり， 中卒や高卒後家

族を養うために出稼ぎ労働者として温州に来ていた． 彼

（女）らの中には，長年，温州のアパレル企業で働く中で，

温州の企業経営者や他の労働者と親しくなる人もおり，

温州出身者たちのネットワ ークに参入し， 起業すること

ができた人も現れた（ID20 ～23).

このような他地域出身の経営者には 「温州服装商会」

や「温州外貿服装商会」等の現地の同業者団体に加入

している人も多く（「服装商会」での2016年3月及び

2017年3月のインタビュ ー調査による）， 取引先企業も

温州出身者の企業が中心となっているという． 現地の温

州人たちの同業者ネットワ ークに加わることで， 起業や

事業の継続を行っているといえる．

江西省出身の ID21 の場合， もともに現地の温州人

が経営するアパレル工場で出稼ぎ労働者として働いてい

たが， リー マンショッケの影響により， その工場が倒産

してしまったことが起業のきっかけになっている． 倒産

した勤務先企業には受注が残っていた． そのため， その

受注に応えるために他の3人の同郷の労働者たちと資金

を出し合って工場の経営権を取得し， 自ら経営を行うよ

うになった． そのような経緯があったため， 現在も同氏

の企業の取引先は， 温州企業が中心となっており， 温州

企業聞の取引関係に依存した経営を行っているという．

また， 調査対象企業の中には， 海外との貿易・輸出をし

ている企業在中心に， 既存のネットワ ークに依存するの

ではなく， 新たなネットワ ークを構築している企業も存

在している．

前述したように， 近年では， 温州企業間での取引慣行
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完全に停止している. 1 社（ID1 7）は華僑企業との取引

をある程度継続しているものの， 海外企業との直接取引

も積極的に増やしている． 彼らは展示会での商談や， さ

らにはインターネットによる直接的なコンタクトを通じ

て外国企業と交渉し， 取引を行うようになっている．

4. 産業集積の役割の変容

最後に前節までに論じた企業間ネットワ ークの変容が

同地域に存在する産業集積の役割にどのような変化をも

たらしつつあるかを論じる．

同郷者らによる温州市の企業間ネットワ ークの変容

は， このような濃密なネットワ ークに基づいて形成され

てきた同地域の産業集積が有していた資金調達や取引先

の確保といった外部経済的効果のあり方に変化をもたら

しつつある．

その一方で近年では， 同地域で取引されているアパレ

ル製品は， その知名度や品質の向上を背景として， 温州

のアパレル製品のブランド力は向上してきでいる（温州

服装商会でのインタビュ ー調査による）． 例えば， 米国

や香港， 上海等で開催されている国際的なアパレル製品

の展示会では， 温州の企業が会場の中の1 つのエリアに

集まって出展することで， アパレル産地としての温州の

ブランド力を高めるための取り組みをしている（ID19 )

また， 多くのアパレル企業が現在でも同地域に存在して

いるもう一つの要因として， すでに多くの取引先企業が

温州に集積している点が挙げられよう． 実際に， 調査を

行ったアパレル事業者では， 縫製工場を生産コストが低

い内陸部に移転させている例もみられるものの， 温州地

域のブランド力の向上や取引先企業が多く存在している

ことを理由に， 卸売等の販売部門を温州に残している．
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加えて， 同地域で産業集積が発展しはじめた1980 ～ 90

年代とは異なり， 自社でデザイン部門を設立している企

業も多くなっており， OEM生産を中心にしている企業

であっても， 取引先からのニ ー ズに応えるためにデザイ

ン部門を持つ企業が増えている． そのため， 近年におい

ても温州市にデザイン部門や販売部門を置いている企業

数は依然として多いと考えられる． 産業集積のスケ ール

についていえば， 2000年代までの郷鎮レベルでの集積

の利益がみられた段階から， 市レベル（日本でいえば県

レベルの面積を有する行政的範囲）での集積のメリット

が重視されるようになっている．

IV おわりに

以上のような， 温州市における同郷者らによる企業間

ネットワ ー クの変容は， このような濃密なネットワ ー ク

に基づいて形成されてきた同地域の産業集積のあり方に

変化をもたらしつつあると考えられる． 同市の同郷者に

よるアパレル産業集積は， 集積内の同業者らの競争と協

力により， 地域的な競争力を確保していた． しかしなが

ら， 近年は同地域で取引されているアパレル製品の品質

の向上を背景に， 同地域のアパレル製品のブランド力は

向上してきている． そのため， 産業集積の存続要因とし

て， 同地域の産地としてのブランド力が向上している点

やすでに多くの取引先企業が集積している点が要因とし

て挙げられよう．

実際に， 調査を行ったアパレル事業者の一部は， 縫製

工場を生産コストの低い内陸部に移転させているもの

本研究では， 温州地域のアパレル産業集積を対象とし の， 温州企業のブランド力の向上や取引先が存在してい

て， 近年における経営環境の変化による， 企業間ネット るため， 卸売等の販売部門を温州に残している． また，

ワ ー クの制約や変容について検討してきた． 自社でデザイン部門を新設している企業も増えている．

調査対象となった温州企業では， かつては同地域の企 結果として， 産業集積のスケ ールでいえば， 郷鎮レベル

業の特色とされていた既存の社会的ネットワ ー クに基づ

いた起業や事業継続・拡大の手法が， 変容しつつある点

が明らかになった． 具体的には， 同郷者企業との取引

において契約不履行等のトラブルも目立つようになった

結果， 非同郷者による企業を取引先としている企業が増

加している． また， 同郷者の企業からの互助的な資金調

達はほとんど行われなくなっている． すなわち， これま

で温州企業の特徴として地域産業発展の原動力とみなさ

れ， 経済地理学の「埋め込み」概念等で説明可能であっ

の範囲での集積の利益がみられた段階から， 日本でいえ

ば県レベルの面積を有する行政的範囲での集積のメリッ

トが重視されるようになっているといえる．

本研究では， 資金調達方法や海外貿易の際の取引先の

変化に着目しながら， このような社会的ネットワ ー クの

変化について論じてきた． ただし， 強いネットワ ー クを

持つとされてきた温州企業を対象とした調査でも， この

ような社会的ネットワ ー クの変化について， その強弱や

変化を説明することが難しい事例も存在しており， 実証

た同郷者による社会的ネットワ ー クの存在が， 逆に発展 研究の難しさも存在している．

の制約条件に転化する場合や， 同郷者間での社会的ネッ

トワ ー ク自体が弱体化する場合もあることが明らかに

なった ． また， 一部の企業では既存の社会的ネットワ ー

クを活かしながらもそれを再編させ， 新たな社会的ネッ

トワーケを構築している例もみられた．

とくに， 近年の成功した中小企業のなかには， 海外と

の貿易・輸出をしている企業を中心に， 既存のネット

ワ ー クに依存するのではなく， 新たなネットワ ー クを構

築している企業がある点が明らかになった． また， 調査

対象の経営者のなかには， 縫製工場の労働者等として温

州に出稼ぎに来た他省や省内他地域出身者も多くなって

おり， 他地域出身者が温州企業のネットワ ー クに加入し

ていく事例も確認できた． 温州企業閣のネットワ ー クや

ネットワ ー ク参加者のメンバー シップは固定的なもので

はなく， 実際には他地域出身者のネットワ ー クへの加入

も容認されており， 流動的なネットワ ー クやメンバ ー

シップがあると考えられる．

また， 企業の発展を支える要因としては， ネットワ ー

クの多募や強弱に依存するだけでなく， 企業自体の有す

る企画開発能力や技術力といった側面についての分析も

必要であると考える． このような点在考えれば， 温州地

域には当初は同郷者・同業者とのネットワークに依存し

て起業した企業のなかでも， 企画開発能力や技術力在高

めることに成功した企業や産業地域の事例も存在してお

り， そのような企業や産業地域が生まれた背景について

も， 検討していく必要がある． これらの点については今

後の研究課題としたい．

付 記

本稿の現地調査では， 調査対象者ID19の田香香氏をはじめとす
る温州出身の企業経営者の方々，温州服装商会，温州外貿服装商会，
温州服装商会青年創業会の方々から多大なる御協力を賜った． また
投稿論文の作成に当たっては， 九州大学の阿部康久先生から， 丁寧
な御指導を頂いた． との場を借りて心より御礼を申し上げます． な
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経済発展にともなう産業集積内の企業関ネットワ ー クの制約と変容（ 端木）

お本稿の内容は， 2017年8月に開催された第12回日韓中地理学

会（於：済州国立大学校）にて発表した．

注

I) 2011年に定められた中小企業分類方法によると， 製造業の場

合は従業員数が1,000人以下か年売上が40億元以下の企業， 卸

売業の場合は従業員数が200人以下か年売上が40億元以下の

企業， 小売業の場合は従業員数が300人以下か年売上が20億

元以下の企業， が中小企業と分類される（ 中国中信部2011).

2）産業地域や集積の研究ではないものの， 西口（2014）や西口・

辻田（2013, 2015）による一連の研究では， 温州地域出身者起

業家ネットワ ー クのあり方や， ネットワ ー クを利用したビジネス

の発展と限界について論じられている．

3）高・阿部（2017）が調査対象とした大手靴チェ ーン等も， こ

のように大規模化に成功した企業のlつだといえる．

4）例えば， 2013年温州アパレル製品の総生産額は600億元， 同

年の温州市のGDP は4,001億元である．

5）デー タ出処：温州市房地産佑｛介姉与経妃人協会「2016年温州

楼市白皮書」．

6）丸川（2013）によると， 温州市には2013年の時点で， アパレ

ル産業以外の業種を含めると15 社以上立地し， その企業数が市

全体の当該業種の企業数の5%以上を占めているものを産業集積

と呼べる地区が153 も存在 している．

7）このほか に， 安徽省出身の20 代の経営者に大学卒の人がいる．

ただし彼女 の場合は親族に混州出身の経営者がおり， 本人も温州

市で育っている．

8）端木 （2017）による北京に移住した温州出身者の企業への調

査では， このような「会」 を通じた資金調達の慣行は， 筆者の北

京での2014年の調査では， 多くの企業家たちが利用した経験を

有していた． しか しながら， 彼 （女）らの送り出し地域である温

州地域では， このような資金調達の手段は， より早い時期には衰

退していたと推測される．

9）これらの企業は， 表2 では設立年は比較的新しいが， 実際には

親が経営している事業を継承したことや事業内容を変更したこ

とにより新たに会社を新設したケ ースもあり， 2000年代前半か

ら長期間取引を続けていた取引先があったといえる．
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Constraints and the transformation of the enterprise network of industry under the economic 

development: A case study of the apparel industry in Wenzhou city 

Duanmu HEJING 

There are many industrial clusters of small and medium-sized enterprises (SMEs) located in the city of Wenzhou, China, including 

those of the garment industry. As some of the most distinctive Marshallian industrial clusters, they are widely followed by researchers. 

Despite Wenzhou being one the most well-known regions of the garment industry in China, changes in the business environment such as 

the increase in labor costs and the rise in land prices have imposed constraints on its corporate network that has played a significant role 

in the formation of industrial clusters. Therefore, changes in the business environment have made a crucial impact on s such areas the 

influence of industrial clusters. and the development of their functions within the course of corporate network changes. This thesis takes 

the garment industry of Wenzhou as the case study. collects and analyzes various resources and statistics. and interviews 23 SME owners 

and leaders of various businesses. The conclusion is the intensification of competition among SMEs has caused negative impacts on the 

corporate network due to the increasing cost of both land and labor. The benefits of operating a business within the industrial cluster are. 

more opportunities to meet potential business partners in the region, and being able to take full advantage of the growing brand power of 

Wenzhou by setting up headquarters, and even research and development, design and sales departments in the city. 

Keywords: industry cluster, enterprise network, Wenzhou, apparel enterprise 
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